
009004_4_機能要件_010個人住民税

枝番 機能名称 機能ID 機能要件 実装区分
要件修正方針

（追加、修正、削
除、要検討）

対応内容 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細

1.1.8. 2 0100012 住民記録情報として以下の情報を取り込みできること。
＜住民記録情報＞
・筆頭者及び氏名のふりがな

標準オプション
機能

削除 ベンダーより以下のご意見を受けました。
筆頭者は「機能ID：0100009」、氏名のふりがなは「機能ID：0100008」にて定義されているため本機能要件を削除し
ていただきたい。

ご意見を踏まえ、本機能要件は削除すべきかＷＴにて検討いたします。

質問 以下の（１）、（２）についてご回答ください。
（１）本機能要件削除に関する賛否をご回答ください。
（２）（１）に関する反対意見含めご意見がございましたら記載ください。

賛成 賛成 賛成 賛成 （２）なし 賛成 賛成 賛成 (１)同意します
(２)特になし

賛成 賛成

9 0 0 反対意見もなく、ベンダーからも賛成意見を頂戴しているため、記載
の通りに反映します。

基本情報として、合併前_市区町村コードを管理（設定・保持・修正）できること。 標準オプション
機能

追加 地方団体より以下のご意見を受けました。
・合併前の市町村コードを新たに定義し、合併前の市町村ごとの取り扱いが可能としていただきたい。

ご意見を踏まえ、本機能要件を標準オプションにて新規に定義すべきかＷＴにて検討いたします。

質問 以下の（１）、（２）についてご回答ください。
（１）合併前の市町村コード追加に関する賛否をご回答ください。
（２）（１）に関する反対意見含めご意見がございましたら記載ください。

賛成 賛成 賛成 賛成 （２）標準オプション機能であ
れば問題ない。
現行の運用では管理していな
い。

賛成 賛成 賛成 (１)特になし
(２)特になし

賛成 賛成

9 0 0

反対意見もなく、ベンダーからも標準オプション前提で賛成意見を頂
戴しているため、記載の通りに反映します。

※本項目を用いた具体的な運用事例は想定できておりませんが、有事
の際の汎用的な区分として用いることを想定しております。

1.1.78
.

送付先管理 0100129 個人住民税・森林環境税の送付先（氏名、住所、名称、所在地、電話番号、郵便番号及び設定理由）を管理（設定・保
持・修正）できること。
「特別徴収義務者」と「納税義務者」それぞれ別の送付先を設定できること。

実装必須機能 修正 ベンダーより以下のご意見を受けました。
「個人住民税・森林環境税の送付先～」と記載されていますが、解釈によっては別々に管理しなくてはならないよう
な記載に捉えらる。通知自体は個人住民税と合わせて通知するものと考えるため、齟齬がでないような記載もしくは
説明記載をお願いしたい。

ご意見を踏まえ、機能要件を以下の通りに修正すべきかＷＴにて検討いたします。
修正前：
要件の考え方・理由
各種通知書作成等に必要な送付先情報の管理は、必須の機能として整理しています。

修正後：
要件の考え方・理由
各種通知書作成等に必要な送付先情報の管理は、必須の機能として整理しています。
なお、個人住民税と森林環境税とで同一の送付先が管理できれば本機能要件を満たすものとします。

質問 以下の（１）、（２）についてご回答ください。
（１）要件の考え方・理由に解釈を追記したことに関する賛否をご回答ください。
（２）（１）に関する反対意見含めご意見がございましたら記載ください。

賛成 賛成 賛成 賛成 （２）なし 賛成 実際には家屋敷課税がかからず、個人住民税の課税だけの
時に不整合がおこるだけかと思うので、管理の面では家屋
敷課税の方に森林環境税がかかっていないことは、賦課画
面で見ればわかるので問題ない。
ところで、家屋敷の方には納税通知書自体は、市民税・県
民税・森林環境税とでるのか。

賛成 賛成 (１)同意します
(２)特になし

賛成 賛成

9 0 0 反対意見もなく、ベンダーからも賛成意見を頂戴しているため、記載
の通りに反映します。

1.4.67
.

1 電子データ住民税申告書（eLTAX）による申告情報を取り込み、一括更新、管理（設定・保持・修正）できるこ
と。

実装必須機能 追加 令和４年９月頃に示された「令和４年度（2022 年度）地方税における電子化の推進に関する検討会とりまとめ」にて
示されたとおり、令和７年１月よりeLTAXを用いて個人住民税申告書の電子申告が実装予定のため、本機能を要件化し
ました。
要件化する機能要件について、ＷＴにて検討いたします。

質問 以下の（１）、（２）についてご回答ください。
（１）本機能要件追加に伴う懸念点がございましたらご記載下さい。
（２）データレイアウト等が示されていない現状にて、左記機能要件以外に標準仕様書に
て定義すべき機能要件があればお示しください。

法制度改正にあたるものなのでしょうか。
法制度改正以外であれば、原則令和7年度までは見直し
を行わないという考え方が示されています。
令和7年度までの標準化対応が厳しいといわれている中
で、法制度改正を追加されてもますます厳しくなると
考えます。

必須にして欲しい （１）0100186の要件にて定義
されているため追加不要。
（２）なし

（1）申告支援システムにも改修がかかるのか 賛成 (１)現時点では特になし
(２)機能ID100234、100235の
国税連携と同様の要件が定義
されているとよいと思いま
す。

（１）特にございません
（２）特にございません

（１）eLTAXに限らず、パンチデータや申告システムデータによる
場合もあるかと思いますので、以下のようにするのはいかがでしょ
うか。

電子データ住民税申告書（eLTAX、パンチデータ、申告支援システ
ムデータ等）による申告情報を取り込み、一括更新、管理（設定・
保持・修正）できること。

（２）確定申告書（1.3.5.及び1.3.6.）と同様に個人特定できるこ
とについても要件に追加いただきたい。また、確定申告書と比較
し、住民税申告書についても要件を整理いただき、再度、団体への
意見照会を実施いただきたい。

1 0 0 標準仕様書3.0版において本検討事項は要件化しません。
次回改版時以降に改めて要件化の有無を検討致します。

2 取り込んだ電子データ住民税申告書の疑似イメージを生成し、参照及び削除ができること。 標準オプション
機能

追加 令和４年９月頃に示された「令和４年度（2022 年度）地方税における電子化の推進に関する検討会とりまとめ」にて
示されたとおり、令和７年１月よりeLTAXを用いて個人住民税申告書の電子申告が実装予定のため、本機能を要件化し
ました。
要件化する機能要件について、ＷＴにて検討いたします。

質問 以下の（１）、（２）についてご回答ください。
（１）本機能要件追加に伴う懸念点がございましたらご記載下さい。
（２）データレイアウト等が示されていない現状にて、左記機能要件以外に標準仕様書に
て定義すべき機能要件があればお示しください。

同上 必須にして欲しい （１）なし
（２）0100228及び0100233と同
様に「取り込んだ電子データ住
民税申告書の疑似イメージを出
力できること。」を定義した方
がよい。

実装必須機能としても良いかと思います 賛成 (１)現時点では特になし
(２)機能ID100234、100235の
国税連携と同様の要件が定義
されているとよいと思いま
す。

（１）特にございません
（２）特にございません

（２）「作成したイメージは出力ができること。」を追加いただき
たい。また、疑似イメージ内に内部管理用のメモを登録できるよう
な記載としていただけますでしょうか。

1 0 0 標準仕様書3.0版において本検討事項は要件化しません。
次回改版時以降に改めて要件化の有無を検討致します。

3.6.15
.

更正日、更正事由 0100489 異動事由、異動日、更正日、確定申告日、通知事由及び納税通知書送付日を管理（設定・保持・修正）できること。
・異動事由：異動登録が必要となった事由
・異動日：異動登録を実施した日付当該異動事由が発生した日付
・更正日：異動登録の情報に基づき、更正処理を実施した日付
・確定申告日：確定申告書の提出がされた日
・通知事由：通知書に印字する通知事由
・納税通知書発送日：納税通知書を発送した日

実装必須機能 修正 ベンダーより以下のご意見を受けました。
住民記録システム標準仕様書【第3.0版】の79頁にも異動日の定義が示されており、個人住民税においても同義である
と解釈しているため、統一した表記へ修正していただきたい。

ご意見を踏まえ、本機能要件の表記を修正すべきかＷＴにて検討いたします。

（参考）
住民記録第3.0版記載内容
「異動日は処理当日でないことが多いため、異動日はデフォルトで表示はせず、空欄とすることとした。
職権記載、職権消除及び職権修正については、異動日は、当該記載等の効力が発生する日であり、通常は実態調査
後、職権記載等決定の決裁日が異動日となる。
異動日は、転出を除き、過去しか認められていないので、処理当日以前の日のみを入力できることとした。
なお、転出において、異動日に未来日を入力できることについては、4.1.3 （転出）の項を参照。
また、異動日は、例えば、出生においては出生日、死亡においては死亡日であり、異動事由が「出生」の場合の異動
日は出生日であることは明らかであるため、あえて出生日、死亡日等の異動日と別名の項目を設定することはしな
い。」

質問 以下の（１）、（２）についてご回答ください。
（１）本修正に関する賛否をご回答ください。
（２）（１）に関する反対意見含めご意見がございましたら記載ください。

賛成 異動事由が発生した日というのは、課税資料や異動届
出書の提出があった日という理解でよいでしょうか。
詳細について、備考等に補記願います。
また、基本データリストの異動日は「課税情報の異動
登録を実施した年月日（システムに登録した日）」と
なっています。こちらも変更併せて変更をお願いしま
す。

賛成 賛成 賛成 （２）収納業務において還付加
算金の計算に必要なため、
・税務署更正通知日：所得税の
更正の通知がなされた日
を追加した方がよい。

賛成 賛成 (１)同内容とすることについ
て、同意できません。
(２)異動日は処理当日でない
ことがありますが、デフォル
ト表示はほしいことと、未来
日含めた修正が可能であるこ
とを希望します。

賛成 賛成

8 0 0 反対意見もなく、ベンダーからも賛成意見を頂戴しているため、記載
の通りに反映します。

4.4.6. 前回通知分情報の
管理

0100608 本人に通知した情報（通知書作成時点の情報ではなく、本人に通知した情報であり、通知書発行後に差し替えが発生した
場合は、差し替え後の情報）を管理（設定・保持・修正）し、税額変更の通知を作成する際に前回通知情報として印字で
きること。
また、本人に通知した時点の情報は、課税情報の確認画面からも確認できること。
なお、前回通知の情報のが印字に対応できない場合は、以下のいずれかに対応できること。
・税額の変更通知を作成する際に、通知書の前回通知分の内容を任意に修正できること。
・通知履歴から任意の通知時点の情報を選択し、前回通知分の情報として印字できること。

実装必須機能 修正 ベンダーより以下のご意見を受けました。
特別徴収税額変更通知書には前回通知情報を印字する箇所はないため、前回通知情報を併記する表現について修正し
ていただきたい。

ご意見を踏まえ、本機能要件の表記を修正すべきかＷＴにて検討いたします。

質問 以下の（１）、（２）についてご回答ください。
（１）本修正に関する賛否をご回答ください。
（２）（１）に関する反対意見含めご意見がございましたら記載ください。

賛成 賛成 賛成 反対 特別徴収税額変更通知書に前回
通知情報を印字する箇所がない
のであれば、普通徴収納税通知
の機能要件であることを明記す
ればよいと考える。

賛成 賛成 賛成 （１）特に問題ありません。 賛成 賛成 反対 特別徴収税額変更通知書にも「変更前税額」を印字する欄がある。

8 2 0 反対意見に本変更に関する明確なデメリットの記載がないため、記載
のとおりに修正します。

4.5.1. 所得証明書（課税
証明、非課税証
明）発行

0100611 所得証明書（課税証明又は非課税証明としても利用）の最低８年（現年度＋過年度７年）分の発行ができること。 実装必須機能 修正 地方団体より以下のご意見を受けました。
証明書の発行年数については業務上必要な年数分対応可能としつつも、地方団体にて判断できる表記へ修正していた
だきたい。

ご意見を踏まえ、本機能要件の表記を修正すべきかＷＴにて検討いたします。

質問 以下の（１）、（２）についてご回答ください。
（１）本修正に関する賛否をご回答ください。
（２）（１）に関する反対意見含めご意見がございましたら記載ください。

賛成 賛成 賛成 賛成 （２）なし 賛成 自治体により運用で発行可能年数が違うと聞いている 賛成 賛成 (１)同意します
(２)特になし

賛成 賛成

9 0 0 反対意見もなく、ベンダーからも賛成意見を頂戴しているため、記載
の通りに反映します。

8.1.2. 2 0100677 下記の検索項目での検索ができること。
＜検索項目＞
・世帯番号

標準オプション
機能

削除 本機能要件は標準仕様書3.0版にて機能ID：0100670で実装必須にて要件化するため、削除します。 報告 賛成

1 0 0 反対意見もなく、ベンダーからも賛成意見を頂戴しているため、記載
の通りに反映します。

8.1.2. 2 下記の検索項目での検索ができること。
＜検索項目＞
・基礎年金番号

標準オプション
機能

修正 本機能要件は標準仕様書3.0版にて実装必須で要件化する想定でおりました。
全国意見照会の結果、地方団体及びベンダーより実装区分を標準オプションへ緩和して欲しい旨要望をいただきまし
た。

ご意見を踏まえ、本機能要件の実装区分を緩和すべきかＷＴにて検討いたします。

質問 以下の（１）、（２）についてご回答ください。
（１）本機能要件の実装区分緩和に関する賛否をご回答ください。
（２）（１）に関する反対意見含めご意見がございましたら記載ください。

賛成 賛成 標準オプションで良い。 賛成 賛成 （２）なし 賛成 基礎年金番号では検索しない 賛成 賛成 (１)同意します
(２)特になし

その他 当市ではあまり使う機会が
想定できないので、必須と
する必要はないように考え
ています。

賛成

8 0 1 反対意見もなく、ベンダーからも賛成意見を頂戴しているため、記載
の通りに反映します。

項番

対応方針

構成員向け区分
（質問・報告）

構成員向け質問

A市 B市 C市 D市 E市 F市 H市 I市 J市 K市

事務局方針

デジタル庁 L市

賛成 反対 その他


